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7 月 3 日 に 開 会 さ れ た 小 委 員 会
○最高法規としての憲法のあり方に関する調査小

委員会

○安全保障及び国際協力等に関する調査小委員会

最高法規としての憲法のあり方に関

する調査小委員会（第 5 回）
〔テーマ〕前文

参考人：英　　　正　道君

（鹿島建設株式会社常任顧問）

質疑者

　平井　卓也君（自民）　　仙谷　由人君（民主）

　遠藤　和良君（公明）　　藤島　正之君（自由）

　春名　 章君（共産）　　北川れん子君（社民）

　井上　喜一君（保守新党）森岡　正宏君（自民）

　中野　寛成君（民主）　　葉梨　信行君（自民）

質疑終了後、自由討議

◎英正道参考人の意見陳述の概要

はじめに

・私は、憲法問題、特に前文について関心を持ち

続けてきた立場から、意見を述べたい。

１．前文改正を提唱する理由

・私が前文改正を提唱する理由は、(a)現在の前文

は既にその役割を終え、「賞味期限切れ」に

なっており、私たち日本人は 21 世紀の日本に

ふさわしい新しい前文を必要としていること、

(b)憲法改正を行うのであれば、まず前文から

始めるのが適当であることの二点である。

（１）現行憲法の功罪

・現行憲法の前文は、主権在民、国際平和、普遍的

な政治道徳などの立派な理念に満ちており、敗戦

後の日本に国民主権の思想を定着させ、民主的な

諸制度を確立したという大きな功績がある。

・一方、日本の歴史、文化、伝統についてはまっ

たく無関心であり、どこの国の憲法前文として

も通用する、いわば無国籍で政治的な蒸留水の

ようなものとなっている。

（２）日本のアイデンティティー危機の克服

・現行憲法の前文は、普遍的な理念と制度を日本

に植え付けるのに熱心なあまり、国家意識や日

本の伝統的な価値観を二の次にしてしまった。

・私は、憲法前文に明確な日本のアイデンティ

ティーを盛り込むことによって、現在のアイデン

ティティー危機を乗り切ることができると考える。

・日本が明治維新、戦後改革に次ぐ大変革期に差し掛

かっている今日、憲法前文に日本の価値観や新しい

理想を盛り込むことには大きな意味がある。

（３）「不磨の憲法」ではなく「正統性のある憲法」を

・明治憲法も現行憲法も、いずれも国民に上から

与えられたものであって、国民の手による改正

がされたことのない「不磨の大典」である。

・日本の教育水準は高く、国民の政治意識も健全

であり、このように国民投票を経ていない憲法

は、日本にふさわしいものではない。

（４）全面改定か段階的・部分的改定か

・日本人の律義で完璧主義と整合性を重んじる国

民性からは、全面改正を目指しがちだが、議論

のあげくに「全てかゼロか」の選択に陥り、結

局何も変わらないということになりかねない。

・したがって、憲法改正に当たっては、国民の間

に広範な合意が存在するところから、部分的・

段階的にこれを行うのが現実的であり、また、

そのようにして憲法改正の経験を持つことに

より、憲法改正に慣れることが重要である。

・そのためには、誰にでも議論しやすく、良い意

味での曖昧性のある憲法前文から始めること

が最適ではないか。

２．新しい憲法前文の果たすべき役割

・新しい憲法前文に果たしてもらいたい役割とし

ては、(a)日本の伝統と文化の上に立つ「この

国のかたち」を示す役割、(b)将来に向けて日

本の進路を示す役割、(c)現在の閉塞感を破ら

せる活力を与える役割、(d)世界の中で日本の

座標軸を明らかにする役割、(e)包容力と普遍

性のある日本の理念を掲げる役割の五つが考

えられる。

３．私が憲法前文に示すことが適当と考えるこの

国のかたちと理想

・先に述べた五つの役割を果たすため、私は、憲

法前文に、(a)日本の伝統と文化、(b)主権在

民・民主主義・人権の尊重、(c)地球社会の中

の日本・相互依存の認識、(d)文化多元主義、

(e)平和の至高性と国際協調を盛り込むべきと

考え、試案を作成し公表している。

おわりに

（１）新前文の持つ教育効果

・私の試案のような新前文であれば、日本とはどう

いう国であるのかという問いに答えられるばかり

でなく、中学校ないし高等学校において前文を教

材として議論することで、国民のアイデンティ

ティーを確認することが可能となろう。

（２）国民参画の新前文作成作業の提唱
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・今後、憲法前文を改正することとなった場合に

は、その作成過程に、国民を最大限に参画させ

てもらいたい。

◎英正道参考人に対する質疑の概要

平　井　卓　也君（自民）

・ 前文は憲法全体の考え方を示すものであり、前

文改正は憲法の各条文の改正を伴うものと考

える。前文のみを改正することの意義をどのよ

うに考えるか。

・ 参考人が前文試案に盛り込んでいる「国家主権

の制限」とは、具体的にはどのようなものか。

また、「国家主権の制限」と国連の役割の関係

については、どのように考えているか。

・ 参考人は、平和の維持のために積極的に貢献す

る必要があるとするが、具体的には、どのよう

なことを考えているのか。私は、「積極的な貢

献」に当たっては、集団的自衛権を行使するこ

とが必要であると考えるが、いかがか。

・ 近年、日本の文化が評価されている。日本の文

化の特徴は相手に押し付けないところにある

と考えるが、いかがか。

仙　谷　由　人君（民主）

・ 現在、日本人のアイデンティティーが何かとい

うことが問われているが、参考人は、それは日

本人だけに通じる独りよがりのものであって

はならないとする。そのような「独自性」と「普

遍性」を併せ有するアイデンティティー、すな

わち「個性的な日本の文化」であって、かつ、

普遍性を持つものは、何であると考えるか。

・ 前文において日本のアイデンティティーを示

すとすれば、安全保障の問題に関し、核兵器の

廃絶を盛り込むことこそ不可欠であると考え

るが、いかがか。

遠　藤　和　良君（公明）

・ 前文と憲法の各条文の関係は、密接不可分のもの

であると考える。各条文を改正せずに前文のみを

改正することに、どのような意味があるのか。

・ 諸外国の憲法において、「国家主権の制限」に

ついて明記しているものはあるか。

・ 「現行憲法の前文には、先駆性のある理念が盛

り込まれており、それこそが日本の独自性であ

る。その理念が実現されていないことが問題で

あり、憲法の理念の実現にこそ力を入れるべき

である」との意見があるが、このような意見つ

いてどのように考えるか。

・ 参考人が前文試案に盛り込んでいる「和を重ん

じる政治」は、変化が激しい現代において、強

いリーダーシップの下、多数決で積極的にもの

ごとを決定していく必要があるという時代の

要請にそぐわない部分があるのではないか。

藤　島　正　之君（自由）

・ グローバル化、ボーダレス化が進展する現代に

おいても、国家の役割は重要であり、憲法を考

えるに当たっては、そのことを踏まえる必要が

あると考えるが、いかがか。

・ 日本のアイデンティティーを前文の中に盛り

込むのは難しいと考えるが、参考人の前文試案

には、どのような形で盛り込まれているのか。

・ 日本の歴史、伝統、文化を前文に盛り込むべき

であると考える。これらは、日本のアイデン

ティティーと重なり合う部分があると考える

が、いかがか。

・ 前文には今後我が国が進むべき道や理想を示

しておくのが望ましいと考えるが、いかがか。

春　名　 　章君（共産）

・ 参考人は、現行憲法の前文は、どこの国の憲法

か分からない無国籍なものであり、「賞味期限

切れ」であるとするが、日本国憲法の前文には

「政府の行為によって再び戦争の惨禍が起こ

ることがないようにすることを決意し…」と規

定されており、我が国政府によって起こされた

戦争に対する反省と再び戦争を繰り返さない

という強い決意が述べられており、今でもその

意義を失っていない。諸外国の憲法でこのよう

な内容を規定したものはあるか。

・ 前文にはいわゆる「平和的生存権」が規定されて

いるが、諸外国の憲法に平和が国民生活に不可欠

のものであることを規定した憲法はあるか。

・ 前文の「平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼

して、われらの安全と生存を保持しようと決意し

た」の部分を、安全と生存をすべて諸国民の善意

に委ねてしまうものであるとしてこれを批判する

意見がある。私は、この一節は、平和は戦争によっ

て守られるものではないことを明らかにするもの

であると考えるが、いかがか。

・平和主義に関する前文と 9 条の関係をはじめ、前文

と各条文は密接不可分であると考えるが、いかがか。

北　川　れん子君（社民）

・主権在民、基本的人権の尊重、平和主義が、現

行憲法の三つの基本理念であるが、参考人が前

文に示すべき事項から平和主義を除いた趣旨は

どのようなものか。

・平和主義について定める 9 条と前文は、一体不

可分のものであると考える。参考人の前文試案

を前提とした場合、9 条 1 項、2 項は現在のま

ま存在し得るのか。

・参考人の前文試案の中に、主権在民の理念を直

接には読み取ることはできないと思うが、どの

部分に表現されているのか。

・民主主義では、少数者の声に耳を傾けることが重

要である。民主主義と参考人の前文試案の「和を

重んじる政治」とは相容れない部分もあると思う

が、これについてどのように考えるのか。

・参考人は、最近行われている前文（英語）を和

訳し直す試みについて、どのように評価するか。

井　上　喜　一君（保守新党）

・憲法に前文は必要ないと考えるが、仮に必要だ

とすれば、前文が各条文の解釈基準になる場合

であると考える。参考人は、前文が各条文の解

釈基準になると考えているか。

・憲法改正は頻繁にすべきものではなく、また、

実際にも改正規定が厳格であることから、ある

程度幅の広い憲法解釈を行う余地を残してお
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く必要があると考える。前文があると、ややも

すると、憲法解釈が必要以上に制限されるおそ

れがあるとも考えられるが、いかがか。

・前文試案を前提とした場合、改正すべき条文は

あると考えるか。

森　岡　正　宏君（自民）

・各国に軍隊があり、国連安保理常任理事国すべ

てが核兵器を持ち、国際テロや戦争が生じてい

るという現実の中、ときには、武力を用いて独

立を維持し、平和を確保しなければならないこ

ともある。そうした趣旨を前文等に入れるべき

であると考えるが、いかがか。また、こうした

観点から、もっと積極的に我々の先人が残した

歴史を評価すべきであり、参考人の前文試案の

「…その歴史から平和の尊さを学んだ」という

部分は、自虐的とも考えられるが、いかがか。

・神道や仏教、儒教は、日本人のアイデンティ

ティーを形作る上で重要な役割を果たしてい

ると考える。前文に日本人のアイデンティ

ティーを盛り込む場合、日本人のこうした宗教

や哲学についても触れるべきであると考える

が、いかがか。

・現在の教育の現状と憲法との関連について、ど

のように考えているか。

中　野　寛　成君（民主）

・前文に関してさまざまな評価や批判が出されて

いる中で、参考人が、国民参画による新しい前

文の作成作業のきっかけともなるような前文

試案を発表したことに、敬意を表する。現行憲

法の前文に対する批判の一つには、前文に、リ

ンカーンのゲティスバーグ演説や国連憲章等

にその淵源を持つ部分があり、オリジナリティ

がないというものがあるが、この点について、

どのように考えるか。

・前文に日本のアイデンティティーを盛り込むこ

とについて、参考人として、補足することがあ

れば伺いたい。

葉　梨　信　行君（自民）

・仏の人権宣言や米国の憲法は、ロックの社会契

約説の考え方を基に作られたものとされる。他

方で、英国のように歴史と伝統に基づき国家の

基本理念（憲法）を形成してきた国もある。参

考人は、このような英国流の憲法に対する考え

方、政治理念をとっていると理解してよいか。

・国民主権における「国民」とは、天皇を含む国

民であり、そうした「国民」の象徴が天皇であ

ると考えるが、いかがか。

・明治、大正、昭和と日本を支えてきた国民のモ

ラルが混迷の中にある。21 世紀の国民のモラル

は、何に基づくべきであると考えるか。

◎質疑終了後の自由討議の概要（発言順）

奥　野　誠　亮君（自民）

・現行憲法は、マッカーサーによって示された三

原則に従って起草されたが、その一つに「日本

はいかなる軍隊も持てず、自らの安全を保持す

るための戦争も認められない」という趣旨の原

則がある。前文と 9 条を総合的に読むと、その

原則が具現化されていることが分かる。このこ

とからも分かるように、現行憲法前文と各条章

とは、やはり不可分の関係にあると考える。

・国会議員一人一人が確固たる考えを持って行動

することが重要であって、それが実践されてい

る限り、政府が戦争という誤った方向へ再び国

民を導くのではないかとのおそれを抱く必要

はない。占領政策の残像をいつまでも引きずる

べきではないと考える。

春　名　 　章君（共産）

・参考人から、現行憲法の前文には日本の歴史、伝

統、文化やオリジナリティ等が盛り込まれていな

いとの指摘があったが、私は、現行憲法の前文に

は、世界の潮流に沿った必要な基本原則が網羅的

に書かれており、諸外国の憲法にはない先駆的な

理想や原則が示されていると考える。

・憲法に歴史や文化が書き込まれていないから国

民が自信や誇りを持てないとの指摘があるが、

それらは別次元の問題であり、誇りや自信をい

うのであれば、憲法にそれらを書き込むことで

はなく、戦後 58 年にわたって沖縄に米軍基地

が置かれていることなどについての吟味が、ま

ずなされるべきことである。

・前文と各条章とは、一体の関係にあることを認

識すべきである。例えば、平和主義についても、

前文、9 条や 13 条等を通じてその内容が具体化

されており、憲法上完結した形で保障されてい

る。さらに、戦後世界に共通の要請である「平

和による人権保障」は、実定法としての憲法と

いう形で実現しており、憲法の価値は、今なお

新鮮さを増していると考える。

仙　谷　由　人会長代理

・明治憲法は、近代国家の諸原則に即した制度を

構築する一方で、告文や発布勅語に近代国家の

諸原則とは矛盾する王権や大権といった概念が

反映されるなど中途半端なものであったため、

軍国主義やヒロシマ、ナガサキの悲劇を招来す

る一因となったと考える。現行憲法がマッカー

サー三原則を基に構想されたことは事実である

が、当時の政府は、そういったものを押し付け

られざるを得ないような政府であったことも認

識しておくべきである。

・他方、グローバル化の著しい現代においては、

日本人としてのアイデンティティーの確立も

必要である。日本人とは何か、日本的なるもの

とは何かといったことと、近代国家の諸原則を

反映した憲法の普遍性等との調和は、今なお課

題として残っている。

・日本における民族的・国粋主義的主張の最大の

弱点は、米国との関係における日本の自立性が

論じられる場合に、最もよく現れる。在日米軍

基地の存在の容認、イラク戦争における米国へ

の盲目的な従属等に関して、そういった立場の

方から何ら主張がなされないのは不可思議で

あると考える。
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安全保障及び国際協力等に関する調

査小委員会（第 5 回）
〔テーマ〕憲法第 9 条（戦争放棄・戦力不保持・
交戦権否認）について～自衛隊の海外派遣をめ

ぐる憲法的諸問題

基調発言者：近藤　基彦君（自民）

　　　　　　藤井　裕久君（自由）

質疑者又は発言者

　谷川　和穗君（自民）　　今野　　東君（民主）

　遠藤　和良君（公明）　　春名　 章君（共産）

　植田　至紀君（社民）　　井上　喜一君（
保守

新党）

質疑又は発言終了後、自由討議

◎近藤基彦委員の基調発言の要点
1.現在の国際情勢に対する認識及び現行憲法に
対する評価

・現行憲法は、その当時の国際情勢等を前提に占
領下において制定されたものである以上、当時
の考え方ではとらえ切れない問題が生じている
今日の国際情勢の変化に十分な対応ができると
は思えない。

・解釈改憲の積重ねにより、憲法規定と解釈運用
との乖離が顕著なものとなっており、これは、
法治主義の原則に照らし問題がある。したがっ
て、憲法改正を視野に入れた防衛体制の整備及
び国際貢献の推進を考えるべきである。

2.防衛体制の整備の必要性と憲法改正
・国の主権及び国民の生命・財産を守ることが政
治の責務であることにかんがみれば、「万が一」
の事態に備え防衛体制を整備することは当然で
あり、その意味で、自衛権の保持、自衛隊の存
在等を憲法上明記する必要がある。

・侵略、大規模自然災害等の非常事態への対応に関
する条項を憲法に設けるべきであるが、その際、
国会等のコントロールを及ぼすことにより首相等
の権限濫用を防止することも必要であるが、首相
等の裁量を狭めることで国民の利益を損なうこと
のないよう、慎重な制度設計が必要である。

・日本、ひいてはアジア地域における安全保障の
基軸として、日米同盟を発展させていく必要が
あるが、その際、集団的自衛権の行使を認める
ことを通じて、対等かつ双務的な日米関係を築
く必要がある。

・防衛体制の整備を図ると同時に、近隣諸国との
信頼醸成をも図るべきである。

3.国際貢献の推進の必要性と憲法改正
・貧困等に起因する今日の紛争は主権国家の枠組
みでとらえることのできないものであることか
ら、日本は、平和と安全を最終的には武力によ
り担保することもあり得るという立場に立った
上で、個々の人間の安全保障に着目する「（人
道上の）人間の安全保障」という考え方を未来
志向の強靱な「平和主義」の形として提示し、
国際の平和及び安全の維持に向けた取組に積極
的に関与する姿勢を示す必要がある。

・このような国際貢献を実践するに当たっては、9
条の改正が不可避である。

4.憲法改正に向けた若干の提言

・以上から、(1)侵略戦争を放棄する 9 条 1 項の理
念は堅持した上で、国際平和の維持に積極的に
関与するという立場から、「（人道上の）人間の
安全保障」の考え方を具体化すること、(2)同条
2 項を削除した上で、個別的・集団的自衛の
権利及び自衛隊の存在を明記すること、(3)非常
事態の要件、手続等を定める規定を設けること
等を内容とする 9 条の改正を提言する。

・今後、21 世紀にふさわしい国民のための憲法の
制定に向けた議論を深めると同時に、憲法改正
国民投票法等の整備を図るべきである。

◎藤井裕久委員の基調発言の要点
1.安全保障の基本原則を憲法に規定することの必要性
・自由党は、「新しい憲法を創る基本方針」の安全
保障基本方針に基づいて、平成 14 年、15 年に
安全保障基本法案を提出した。国の平和確立の
基本については、憲法に明記するか、少なくと
も安全保障基本法を制定することにより国民
に提示し、国際社会、とりわけ近隣諸国の信頼
を得ることが必要であると考える。

2.自由党の安全保障基本原則
・自由党は、安全保障基本原則として、(1)自衛権
保持の明確化及びその抑制的行使、(2)日米共同
防衛体制の重要性、(3)国連中心の国際秩序維持
への参加の三原則を主張する。

・9 条の文言は難解であり、日本語としてなじん
でおらず、また、現行憲法には自衛権の規定が
ない。したがって、直接侵略があった場合又は
そのまま放置すればそのおそれがある場合にお
いて、他に方法がないときは、必要最小限の範
囲内で、自衛のための武力行使を行うことがで

　きることを明記して、自衛権の保持を明確にす
るとともに、その行使が抑止的であることを明
らかにすべきである。また、シビリアンコント
ロールの重要性にかんがみれば、自衛隊に対す
る総理の指揮監督権は、自衛隊法でなく憲法に
規定すべきである。

・日米同盟は、戦後復興と繁栄の基礎となった。
集団的自衛権については、安保条約改定時に議
論され、その後「保持するが行使できない」と
の政府解釈が出されたが、これは、個別的自衛
権と集団的自衛権を一体としてとらえるという
国際常識に沿ったものではない。自由党は、こ
の国際常識に沿った形で集団的自衛権を含む自
衛権の行使を認める立場に立つが、その行使は
抑制的であるべきである。日米安保条約に極東
条項が設けられているのは、この考え方が基礎
にある。なお、集団安全保障と集団的自衛権と
は質的に異なるものであって、前者は主権の制
約であり、後者は主権の行使そのものである。

・国連の平和活動（国際安全保障）は、日本や世
界の安全の基礎となっているものであるから、
我が国は、国連決議があれば、国連軍、多国籍
軍、PKO 等に積極的に参加すべきであり、これ
は、国連加盟国としての義務であるとも言え
る。このことを明確にするため、国連の平和活
動への参加を憲法上明記すべきである。特に
PKO については、近年、その活動内容が変質し、
重武装を伴う活動や強制的な活動も見られるが、
我が国は、非強制、中立性、国際性という PKO
の本来の在り方を求めつつ、これに積極的に参
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加すべきである。その際、武器使用基準を国際
水準に合わせることは当然である。

◎主な質疑事項又は発言
谷　川　和　穗君（自民）
＜藤井委員に対して＞
・集団的自衛権に関する我が国の政府解釈は、自
国と密接な関係にある外国に対する武力攻撃を、
「自国が直接攻撃されていないにもかかわら
ず」、実力をもって阻止する権利とするが、本来、
集団的自衛権は、「自国が直接攻撃されて
いるか否か」とは関係のない問題である。藤井
委員は、このような政府解釈を変更すべきと考
えるのか、憲法に明記すべきと考えるのか。

・国連中心主義については、安全保障理事会の常
任理事国は、自国の国益に従って拒否権を行使
したりするのであって、拒否権等の安保理事会
の慣行・仕組みを改めない限り、国連にすべて
を委ねるようなことは国家としてとるべき道で
はないと考えるが、いかがか。

・日本は安全保障に関しては「半主権国家」であ
ると考えるが、いかがか。

＞藤井裕久君（自由）
・日本の政府解釈と異なり、例えば NATO 条約 5
条は、「他国への攻撃を自国への攻撃とみなす」
旨規定しているが、私は、集団的自衛権の解釈
としてはこちらが正しいと考える。ただし、個
別的自衛権であろうと集団的自衛権であろう
と、その行使は抑制的でなければならない。こ
れに対し、集団的安全保障体制は、国連の決議
により、ある程度主権を委譲するというもので
あり、主権の発動である集団的自衛権とは全く
次元を異にする問題である。

・国連の機能低下を指摘する人もいるが、そのよ
うなことはあってはならないことである。拒否
権等の現在の国連の仕組みを見直すことは、あ
らゆる機会を通じて努力すべきであるとともに、
憲法においても「国連の平和活動」について
明記すべきであると考える。

・谷川委員は日本は「半主権国家」であると指摘し
たが、日本国憲法には自らの国は自ら守るという
ことが一言も書かれておらず、新しい憲法には、
自らの国を自ら守ることが崇高な使命であり責務
であるということを明記すべきである。
今　野　　　東君（民主）
＜両委員に対して＞
・イラク復興支援法案が衆議院の委員会で可決さ
れたが、戦闘がまだ継続し、非戦闘地域が存在
しないような状況であるにもかかわらず、政府
は、非戦闘地域における自衛隊の活動であるか
ら憲法に違反しないというような説明をしてい
る。このようなつじつまあわせの 9 条の解釈及
びそれをもたらしている米国の圧力について、
どのように考えるか。

＜発言＞
・ホッブズの説く「力の専制」に親和性を持つ米
国の現政権と、恒久平和を念願し国際協調主義
に基づく日本国憲法の理念とは、相容れないも
のである。日本が米国の戦略に無批判に追随し、
これに取り込まれてしまうことは、かえって
国益に反することになると考える。日本は、憲
法の理念を踏まえ、主体的に行動すべきである。

・9 条改正論については、日本を、戦争をする国
にしてしまうのか否か、国民に問うべきときが
来ているように考える。

＞近藤基彦君（自民）
・つじつまあわせのような解釈をしなくてもよい
ように、9 条を改正すべきであると考える。ま
た、イラク復興支援には既に多数の国が参加し
ており、その足りないところを補うべく自己完
結能力のある自衛隊を派遣しようというものと
認識している。なお、与党調査団によれば非戦
闘地域は存在するとのことである。

＞藤井裕久君（自由）
・国連の決議があるのであれば、治安維持を任務とす
る PKOのようなものに参加することは何の問題もな
いと考える。また、イラク問題において米国の圧力
がないと言えば嘘になる。しかし、イラク問題にお
いて米国の圧力があったということを日米安保体
制と結びつけて議論すべきではない。
遠　藤　和　良君（公明）
＜藤井委員に対して＞
・藤井委員の発言は、国連との関わりを憲法に明
確に規定すべきであるというものであると認識
したが、それは 9 条に第 3 項を設けることを想
定しているのか。また、その場合、1 項及び 2
項は今のままでよいか。

・集団的安全保障について、日本国憲法は直接触れ
てはいないが、その前文の趣旨にはむしろ合致す
るものであるから、これに参加するため、憲法を
改正する必要はないと考えるが、いかがか。

＜近藤委員に対して＞
・近藤委員の発言では、国連の動きとも関連する
「人間の安全保障」については触れていたが、
国連の役割等については触れていなかった。9
条と国連との関係について、憲法に国連につい
て明記すべきかどうかという点も含めて、どの
ように考えるか。

・集団的自衛権についての限界や在り方について、
どのように考えるか。

＞藤井裕久君（自由）
・9 条に限らず、日本国憲法の条文は日本語とい
うより翻訳調とも言える分かりにくいものであ
り、中学生でも分かる文章に書き換えるべきで
あると考える。また、自衛権は国家の主権の発
動に係る問題である一方で、国連の平和活動は
国家の主権を制約するものであり、両者は異な
るものであるから、別々の条文に定めるべきで
あると考える。

・日本国憲法の前文には、国際協調主義という基
本理念しか規定されておらず、それだけでは抽
象的であり、より具体的に集団的安全保障への
参加を定める条文も必要であろう。

＞近藤基彦君（自民）
・人間の安全保障委員会において、政治・軍事等
を包括的にとらえた戦略の必要性という国連よ
りも一歩先行く提言がなされていることから、
「（人道上の）人間の安全保障」という考え方を
未来志向の強靱な平和主義ととらえ、国際貢
献を行うに当たっての理念とすべきと考える。

・9 条 2 項を削除した上で、個別的か集団的かに
かかわらず自衛権を行使できるような明文規定
を置くべきである。また、有事への対応は、集
団的自衛権という観点からのみ判断すべきでは
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なく、国際的な合意も考慮に入れるべきである。
春　名　 　章君（共産）
＜藤井委員に対して＞
・「一国主義」とも批判される米国の戦略に無批判
に従っている今の日本の姿勢には大いに疑問を
感じるが、いかがか。

＜近藤委員に対して＞
・近藤委員は、政府の解釈改憲の積重ねにより憲
法の理想と現実の運用の間に乖離が生じたと述
べたが、政府のこれまでの対応は違憲であると
認識しているのか。

・なぜ、憲法の理想に現実を近づけることでその
乖離を埋めるという選択肢が出てこないのか。

・「武力行使をしない、戦力を持たない」という 9
条の理念は、1928 年の不戦条約での戦争の違法
化及び 1945 年に採択された国連憲章の武力行
使の原則禁止規定といった世界の平和主義の流
れを受けたものである。しかし、今次の米国の
イラク攻撃は、世界で認められているこのよう
な原則に反するものであり、だからこそ世界の
人民の怒りを買った。このようなことから、9
条の改正は、合理性を持たないものであると考
えるが、いかがか。

＜発言＞
・外交努力により平和を実現することこそ、憲法
上の要請であることを強調したい。

＞藤井裕久君（自由）
・今次の米国のイラク攻撃は国際平和、特に国連
の機能を乱した行為であったと考える。もっと
も、米国が国際平和の秩序形成に努力してきた
という歴史的事実もあり、ふところの深い国家
であることも認識すべきである。

＞近藤基彦君（自民）
・政治が内閣法制局の解釈に服しているかのよう
な現状が、その乖離に拍車をかけたという意味
で述べたのであって、憲法はその時々の社会状
況に沿って解釈され運用されており、私は、こ
れまでの対応を違憲であるとは思っていない。
しかし、そのような解釈・運用も限界に来てい
るのではないかという認識も抱いている。

・現実の憲法の運用に違憲状態のものがあるとは思っ
ていない。その乖離の原因は、解釈によって生じた
面もあれば、社会環境の変化によって生じた面もあ
る。したがって、憲法のていねいな運用も必要であ
るが、改憲も視野に入れる必要がある。

・藤井委員のイラク攻撃に対する意見には賛同す
るところもある。しかし、一方、我が国には北
朝鮮の脅威があることも忘れてはならないし、
また、武力によらない平和というのは理想では
あるが、武力を使わざるを得ない局面もある
という現実を見据えなければならない。
植　田　至　紀君（社民）
＜近藤委員に対して＞
・先日成立した有事関連法制は、現行憲法と整合
性を持つと考えるか。

・憲法には国家緊急権が明記されておらず、国家
緊急権を発動する事態を想定していない。した
がって、現行憲法との整合性を図ろうとすると、
本来の有事への備えを考えた場合、不十分に
なってしまうと考えるが、いかがか。また、私
自身は憲法改正に反対するものであるが、現行
憲法をそのままにして有事関連法制を制定する

のは主客転倒しているのではないか。
＜藤井委員に対して＞
・自由党は 4 月に安全保障基本法案を衆議院に提出
する一方、有事関連法案とそれに対する修正案に
も賛成している。安全保障基本法案と修正有事関
連法は、理念的に同質のものと理解してよいか。

・自由党提出の安全保障基本法案は、第 1 条の目的
規定で「この法律は、日本国憲法の平和主義及び
国際協調主義の理念…」と規定しているが、現行
憲法との整合性を持ち得るものと考えてよいか。

・安全保障基本法案と修正有事関連法は、矛盾す
るものではなく、また、安全保障基本法案と憲
法は整合性を持っているとすれば、修正有事関
連法と憲法にも矛盾はないことになる。とすれ
ば、自由党としては、今後、基本法案を提出す
るのではなく、有事関連法制を改正していくと
いう立場であると考えてよいか。

＞近藤基彦君（自民）
・有事関連法と現行憲法は整合性を持つものと考える。
・私は、現行憲法の改正手続法を早急に制定する
ことを求めており、その上で、憲法改正をして
国家緊急権を憲法に明記すべきと主張している。
今回の有事関連法については、国民保護法制が
未整備なことや、ミサイル攻撃への対処に際
して自衛権をいつ発動できるか詰め切れていな
いこと等の面で不十分な部分もあるが、憲法改
正の前に「万が一」の事態が生じた場合を想定
して制定されたものであると認識している。

＞藤井裕久君（自由）
・修正有事関連法に対する賛成は、「ないよりま
し」という意味での賛成であり、全面賛成では
ない。日本の平和を守るには、国連の平和活動、
日米安保などを総合して考えなければならず、
そのためにも、安全保障基本法の制定は不
可欠であると考える。

・自由党提出の安全保障基本法案と現行憲法は整
合性を持つものと考える。

・今の与党は国連の平和活動に理解を示している
のか疑問であり、有事関連法の改正というより
も、自由党の安全保障基本法案を示して国民の
理解を得ていきたいと考えている。
井　上　喜　一君（保守新党）
＜発言＞
・憲法 9 条は、日本に再軍備をさせてはならない
という、当時の占領軍の意向を強く反映してい
る。現在の国際情勢からみると、憲法 9 条の規
定と現実には齟齬が生じており、内閣法制局が
解釈によりその齟齬を補ってきた。

・我が国の憲法には自衛権について何ら定める規
定が存在しないこと、また、自然法の立場から
しても自力救済は規定の有無に関わらず認めら
れることを考えると、国家に自衛権が認められ
るのは当然であり、この自衛権には、個別的自
衛権と集団的自衛権の両方が含まれると考える。

・私は、現実に合わせ、憲法 9 条を改正すべきと
考える。具体的には、（a）集団的自衛権を含む
ものとして自衛権を明記し、その行使の限界を
明確にすること、（b）憲法には国際的な平和活
動の規定がなく、国際社会に日本が関わってい
かなければならないことを考えると、国際的な
平和維持活動についての一般法を制定する必要
があり、このため憲法を改正して、国際的な平
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和活動の根拠を明記すること、（c）現行憲法に
示されている侵略戦争の禁止を改めて明記す
ること、を提案する。

◎自由討議における委員の発言の概要（発言順）
仙　谷　由　人会長代理
＜近藤委員、遠藤委員及び井上委員に対して＞
・国連決議やその国の要請・同意等の国際法上の
根拠なく他国の軍隊が領土内に存在することは、
「侵略」としか言いようがない。米英軍がイラ
ク領内に存在すること及びイラク復興支援法に
基づき自衛隊を派遣することについて、国際
法上、どのような根拠があるのか。

＞近藤基彦君（自民）
・確かに、国際的な枠組みを確立した上でイラク
復興を行うことが筋ではあるが、イラクの現状
にかんがみれば、枠組みが確立される前であっ
ても、「（人道上の）人間の安全保障」という観
点から復興支援を行うべきであって、その
中で、イラク国民の間でもこれに対するコンセ
ンサスが形成されていくと考える。

＞遠藤和良君（公明）
・既に、安保理において全会一致で決議 1483 が成
立しており、これが、イラク復興支援の国際的
枠組みであると考える。

＞井上喜一君（保守新党）
・国際法とは、国内法と異なり、情勢の変化によっ
てその内容も変化するものであり、したがって、
米国等によるイラク復興支援に関する直接的な国
際法上の根拠がないからといって、必ずしもそれ
が否定されているわけではないと考える。イラク
攻撃に当たっての決議、イラク復興支援に関する
決議等を総合的に判断すべきである。
首　藤　信　彦君（民主）
・国際平和協力が議論される際には、いつも自衛隊
派遣の是非のみが争点となるが、コミュニティ警
察、大量破壊兵器査察官など、自衛隊以外の人材
の派遣を通じた国際平和協力をも考えるべきであ
り、そのための法整備を図る必要がある。

・国際平和協力に対する国民の義務を憲法に明記
すべきである。
中　野　寛　成君（民主）
・イラク攻撃については、大量破壊兵器による差し
迫った危険が証明されていない状況において、武
力行使を容認する安保理決議がないままに行われ
たものであって、国連憲章違反であると考える。

・米国は、9.11 事件以降、危険を未然に防止する
安保政策をとっているが、これによって国際社
会の秩序が維持できるかは疑問である。国連に
代わって国際社会の秩序を維持する組織は存在
しない以上、たとえ米国が国連を軽視するとし
ても、日本は、これを重視すべきであると考え
る。また、イラク復興支援法案は、米国の安保
政策の支援という集団的自衛権の行使を内容と
するものである。

・政権が国益に基づき政策選択を行い事後的にそ
の合憲性がチェックされるという米国流の政策
遂行に、憲法の範囲内で政策選択を行うという
ヨーロッパ流のシステムをとる日本が合わせて
いこうとするところに、ジレンマが生じてい
る。日本は、自国の政策選択の在り方を踏まえ
た上で、米国に対し、主張すべきを主張してい

く必要がある。
植　田　至　紀君（社民）
・イラク問題をめぐり、大国の独走を阻止できな
かったという意味で、国連の限界が露呈された
が、日本は、国連憲章に沿う形で、拒否権の見
直し、集団安全保障の確立をはじめとする国連
改革に向けて先導的役割を果たすべきであり、
このことは、憲法の国際協調主義を具体化する
ことにつながると考える。
下　地　幹　郎君（自民）
・国連がイラク問題を 12 年間も放置していたことに
かんがみれば、国連による強制的な介入制度の創設
をはじめとして、国連改革を実行すべきである。

・今後、日本は、アジア地域における安全保障を
構想するとともに、軍事だけではなく経済的な
安全保障も図ることを通じて、自国を守るシス
テムを考える必要がある。その際、集団的自衛
権の行使の是非についても、結論を出すべきで
あると考える。
春　名　 　章君（共産）
・PKO 協力法、周辺事態法、テロ特措法、武力攻
撃事態法、そして、イラク復興支援法案という
自衛隊の海外派兵に関する法律が整備される中
で、これらが憲法の枠を超えるものであるとい
う点については、共通認識があるように思われ
る。しかし、これに対して、海外での武力行使
が認められるよう憲法を改正するのではなく、
むしろ、国際社会の潮流、9 条の理念等にかん
がみ、非軍事による国際協力を図り、これによ
り国民を守り、道義ある国家として確立する道
をこそ探るべきである。
中　山　正　暉君（自民）
・米国が、日本の独立後、中国に対する配慮から
憲法改正を阻止したこと等をも踏まえれば、PKO
協力法等の一連の法律については、憲法が改正
されないという制約の中で、日本の安全保障の
ために知恵を絞って制定されたものであり、
一定の評価をし得る。思想対立が解消された今
日、憲法改正を視野に入れた上で、日本の安全
を真剣に考える時期が来ている。
葉　梨　信　行君（自民）
・日本は、平和主義を掲げる経済大国として、世
界平和の維持に係る一定の役割を果たすべきと
いう国際社会からの要請に応えるとともに、北
朝鮮からの脅威等から守るべきという国民から
の要請に応える必要がある。そのためには憲法
改正が不可避であるというのが、近藤委員の発
言の趣旨であると認識している。
桑　原　　　豊君（民主）
・イラク攻撃については、武力行使容認決議を得
たものではないため、違法であると考える。し
かし、このような違法行為を実効的に裁く制度
は存在せず、この点は、国連改革における大き
な問題の一つであると考える。

・イラク攻撃の大義とされた大量破壊兵器が発見
されなかった場合に、誰が、どのように責任を
とるのかということを考えなければならない。
また、戦争目的やその手段が適正なものであっ
たか否かについては、国連とは別の形での検証
が必要である。

・イラク復興支援法案については、イラク攻撃に
正当性がなかったこと、占領行政が憲法で禁止
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されているにもかかわらずこれを行っている米
英軍に支援を行うものであること等の問題があ
り、憲法との間で矛盾が生じている。安全保障
及び国際協力の在り方については、基本法を
もって定めるべきである。
中　山　正　暉君（自民）
・米国は、中東の安定が世界の安定につながると
の立場に立った世界戦略を進めている。このよ
うな米国の世界戦略や国際情勢を念頭に置いた
上で憲法を考えていくことは、国会議員として
の使命であると考える。
藤　島　正　之君（自由）
＜近藤委員に対して＞
・防衛や国際協力は重要であるが、それは、あくま
でも、憲法の枠内で行われる必要がある。イラク
復興支援法案は、米英軍等による占領地行政に加
担することを内容とするものであって、9 条違反を
なし崩し的に行っているのではないか。

＞近藤基彦君（自民）
・イラク復興支援法案に基づく自衛隊の派遣は、
非戦闘地域において現地のニーズに応える復興
支援を行うことを目的とするものであって、米
英軍等による占領地行政に加担するものではな
いと考える。

＞藤島正之君（自由）
・イラク復興支援法案については、私は、憲法に
抵触する部分もあり、その部分はなし崩し的に
違反していると考える。
春　名　 　章君（共産）
＜葉梨委員に対して＞
・我が国の平和と安全を確保するとともに、国際
貢献に尽力すべきという点では、葉梨委員と認
識を共有するものであるが、これを非軍事の手
段により実現するという選択をすべきと考える
が、いかがか。

＜発言＞
・現行憲法は、米国だけではなく、国際社会や日本国
民の声を踏まえて制定されたものであり、だからこ
そ、今日に至るまで定着してきたのである。

＞葉梨信行君（自民）
・海外派遣された自衛隊は、直接的な軍事活動を行っ
ているわけではなく、復興支援等を中心とした活動
を行っている。このような活動は、NGO 等も行ってい
るところであるが、訓練を積み、機動力を有する自
衛隊の方がより効果的に機能し得る。
中　山　正　暉君（自民）
・日本は、米国が属国とするために押し付けた憲
法をいつまでも持っているべきではない。米国
による北朝鮮攻撃は中国との戦争につながるた
め、北朝鮮が日本を攻撃した場合、米国が日本
を守ってくれるとは限らないといった現実問題
をも踏まえ、新しい憲法を構想すべきである。
中　山　太　郎会長
・湾岸戦争以降、国際情勢は大きく変化してきて
いる。現在、北朝鮮による拉致問題、核開発問
題等が表面化し、多くの国民がこれらを現実の
脅威として感じている。国民の安全を追求する
のが国会の責務であることにかんがみれば、
本日、初めて、党派を超えて、9 条問題に関す
る冷静な議論ができたことは大変意義深いもの
である。会長として、改めて感謝の意を表する。

今　後　の　開　会　予　定

日付
開会

時刻
会　議　の　内　容

午前

9：00
基本的人権小委員会（社会保障

と憲法）H15
7.10
（木）

午後

2：00
統治機構小委員会（国会と内閣

の関係）

※諸般の事情により変更される可能性があります。

意  見  窓  口　「憲  法  の  ひ  ろ  ば｣

　平成 12 年 2 月より、憲法について広く国民の声を
聴くため、意見窓口｢憲法のひろば｣を設けております。

これまでに寄せられた意見の総数及びその内訳

・受  付  意  見  総  数：２１３３件（7/4 現在）
・媒  体  別  内  訳

葉　書 1311 封　書 417
ＦＡＸ 246 E-mail 159

・分  野  別  内  訳
前 文 127 天 皇 78
戦 争 放 棄 1460 権利・義務 56
国 会 34 内 閣 34
司 法 10 財 政 12
地 方 自 治 10 改 正 規 定 15
最 高 法 規 8 そ の 他 1298

※複数の分野にわたる意見もございますので、分

野別内訳の総数は、受付総数とは一致しません。

【意見窓口『憲法のひろば』の宛先】

FAX 03－3581－5875
E-mail kenpou@shugiinjk.go.jp
郵　便　〒100-8960　　千代田区永田町 1－7－1
　　　　　衆議院憲法調査会「憲法のひろば」係

　いずれのご意見も、住所、氏名、年齢、職業、

電話番号を明記して下さい。

　このニュースは、衆議院憲法調査会における議論

の概要等を、簡潔かつ迅速にお知らせするために、

憲法調査会事務局の責任において要約・編集し、原

則として、開会の翌日に発行しているものです。

　正確かつ詳細な議論の内容については、会議録

をご参照ください。

《衆議院会議録議事情報》

http://www.shugiin.go.jp/index.nsf/html/index_
kaigiroku.htm
《国立国会図書館》

http://kokkai.ndl.go.jp/


